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・独身者の場合

➡
給与収入

税　源　移　譲　前 税　源　移　譲　後

=
負　担
増減額所得税 市県民税 計 所得税 市県民税 計

300万円 124,000円 64,500円 188,500円 62,000円 126,500円 188,500円 0円
500万円 258,000円 163,000円 421,000円 160,500円 260,500円 421,000円 0円
700万円 474,000円 307,000円 781,000円 376,500円 404,500円 781,000円 0円

1,000万円 966,000円 553,000円 1,519,000円 868,500円 650,500円 1,519,000円 0円

・夫婦+子ども2人(うち1人が特定扶養親族に該当)の場合

給与収入
税　源　移　譲　前

➡

税　源　移　譲　後

=
負　担
増減額所得税 市県民税 計 所得税 市県民税 計

300万円 0円 9,000円 9,000円 0円 9,000円 9,000円 0円
500万円 119,000円 76,000円 195,000円 59,500円 135,500円 195,000円 0円
700万円 263,000円 196,000円 459,000円 165,500円 293,500円 459,000円 0円

1,000万円 688,000円 442,000円 1,130,000円 590,500円 539,500円 1,130,000円 0円

■表２　所得税と市県民税の税額 ※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。

■表１　所得税と市県民税の税率 ■表３　定率減税の廃止（市県民税）
・
所
得
税（
国
税
）

改正前
課税所得 税率

330万円以下 10%
330万円超〜900万円以下 20%
900万円超〜1,800万円以下 30%
1,800万円超 37%

改正後
課税所得 税率

195万円以下 5%
195万円超〜330万円以下 10%
330万円超〜695万円以下 20%
695万円超〜900万円以下 23%
900万円超〜1,800万円以下 33%
1,800万円超 40%

平成17年度

所得割額の15%
相当額（上限4万
円）を控除

平成18年度

所得割額の7.5%
相当額（上限2万
円）を控除

・
市
県
民
税

改正前
課税所得 標準税率

200万円以下 5%
200万円超〜700万円以下 10%
700万円超 13%

改正後
課税所得 標準税率
一　　律

10%※所得税と市県民税を合わ
せた負担は変わりません。

平成19年度

廃　　　止

※税源移譲による税負担は変わりませんが、定率
減税の廃止により税負担が増えます。

そのほかの個人住民税の税制改正について
国の法律改正により、平成18年度以降に改正される税制の内容は、次のとおりです。

■老年者控除の廃止（平成18年1月1日現在で65歳に達していた人） ■年齢65歳以上の人の公的年金収入額から所得金額を算出するときの
計算式が改正されました（平成18年１月１日現在で65歳に達していた人）

■平成17年１月１日現在で65歳以上の人は、合計所得金額が
125万円以下の場合、市県民税は非課税としていましたが、
平成18年度以降、段階的に廃止されます。

■同一市町村に均等割の納税義務を有する夫がいる場合、妻の
均等割を非課税としていましたが、完全廃止となります。

・最低保証額
改正前 ➡ 改正後

　140万円 　120万円
・年齢65歳以上の方の公的年金の所得計算

改正前(平成17年度以前)
収入金額 所得金額

260万円以下 　収入金額ー140万円
460万円以下 　収入金額×0.75 ー75万円
820万円以下 　収入金額×0.85 ー121万円
820万円超 　収入金額×0.95 ー203万円

➡
改正後(平成18年度以降)

収入金額 所得金額
330万円以下 　収入金額ー120万円
410万円以下 　収入金額×0.75 ー37万5,000円
770万円以下 　収入金額×0.85 ー78万5,000円
770万円超 　収入金額×0.95 ー155万5,000円

改正前 ➡ 改正後
　所得割控除額　　48万円  廃止

改正前

➡

改正後

所得割・均等割
いずれも非課税

18年度 所得割・均等割を2/3減額
(均等割額1,300円）

19年度 所得割・均等割を1/3減額
（均等割額2,600円）

20年度
以　 降

減額なし
（均等割額4,000円）

改正前
➡

改正後
16年度  非課税 均等割額を全額課税
17年度  半額を課税（2,000円) （4,000円）

➡

➡

➡

➡

　

所
得
割
の
税
率
は
、
こ
れ
ま
で
は
所
得
や

控
除
の
額
に
応
じ
て
３
段
階
あ
り
ま
し
た

が
、
平
成
19
年
度
の
課
税
分
か
ら
は
、
所
得

の
額
に
関
わ
ら
ず
、一
律
に
10
％
の
税
率
（
市

民
税
６
％
、
県
民
税
４
％
）
に
な
り
ま
す
。

　

税
源
移
譲
を
行
い
、
地
方
自
治
体
の
財
政

面
で
の
自
主
性
を
高
め
る
た
め
で
す
。

　
「
地
方
に
で
き
る
こ
と
は
地
方
に
」
と
い

う
方
針
の
も
と
で
三
位
一
体
改
革
が
進
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

現
在
、
県
や
市
な
ど
の
地
方
自
治
体
は
、

地
方
税
以
外
に
、
国
が
国
税
と
し
て
集
め
た

税
金
の
中
か
ら
国
庫
補
助
金
な
ど
の
形
で
国

の
税
金
の
一
部
を
受
け
て
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

行
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
地
方
自
治
体
が

自
主
的
に
財
源
の
確
保
を
行
い
、
住
民
に

と
っ
て
真
に
必
要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
自
ら

の
責
任
で
よ
り
効
果
的
に
行
え
る
よ
う
、
平

成
18
年
度
の
国
の
税
制
改
正
に
よ
っ
て
、
国

税
で
あ
る
所
得
税
の
一
部
（
３
兆
円
規
模
）

を
地
方
税
で
あ
る
個
人
住
民
税
へ
移
す
こ
と

に
よ
り
、
国
が
集
め
る
税
金
（
所
得
税
）
を

少
な
く
し
、
地
方
が
集
め
る
税
金
（
市
県
民

税
）
を
多
く
す
る
も
の
で
す
。

　

こ
の
税
源
移
譲
に
よ
っ
て
、
税
金
活
用
の

　

皆
さ
ん
の
受
益
と
負
担
の
関
係
を
一
層
明

確
化
す
る
た
め
で
す
。

　

こ
れ
ま
で
は
所
得
が
大
き
い
ほ
ど
税
率
も

大
き
く
な
る
仕
組
み
（
超
過
累
進
構
造
）
で

し
た
が
、
一
律
、
所
得
に
比
例
し
た
税
負
担

に
な
る
こ
と
で
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
受
益
と
負
担
の
関
係
が
明
確
に

な
り
ま
す
。

　

市
県
民
税
が
増
え
て
も
所
得
税
が
減
る
の

で
、
合
計
す
る
と
税
額
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

　

市
県
民
税
の
税
率
が
一
律
10
％
に
な
る
の

と
並
行
し
て
、
所
得
税
（
所
得
に
対
し
て
か

か
る
国
の
税
金
）
の
税
率
も
変
わ
る
た
め
、

税
源
移
譲
前
と
後
で
は
、
国
と
市
・
県
へ
収

め
て
い
た
だ
く
年
間
の
税
額
の
合
計
は
変
わ

り
ま
せ
ん
（
左
表
１
）。

　

多
く
の
方
は
、
市
県
民
税
の
割
合
が
増
え
、

所
得
税
（
国
に
収
め
る
税
）
の
割
合
が
減
る

と
考
え
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
所
得
税
の
税
率
は
平
成
19
年
分
か

ら
変
更
に
な
り
ま
す
（
左
表
２
）。

　

定
率
減
税
は
、
平
成
11
年
度
に
当
時
の
不

況
対
策
と
し
て
導
入
さ
れ
、
15
％
の
減
税
を

し
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
経
済
状
況
の
変
化
と
と
も
に
、

段
階
的
な
見
直
し
が
進
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

そ
の
結
果
、
平
成
18
年
度
は
７
・
５
％
の

減
税
と
な
り
、
平
成
19
年
度
か
ら
は
廃
止
と

な
り
ま
す
（
左
表
３
）。

■
所
得
税
・
市
県
民
税
の
税
率

　

が
変
わ
り
ま
す

自
由
度
が
高
ま
り
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
、
よ

り
身
近
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と

が
可
能
に
な
り
ま
す
。

Q
1
ど
う
し
て
変
わ
る
の
？

Q
2
ど
う
し
て
一
律
10
％
の
税
率
な
の
？

Q
3
税
源
移
譲
で
税
金
は
増
え
る
の
？

■
定
率
減
税
が
廃
止
さ
れ
ま
す


